
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

 
 
 
 
 

障害者の法定雇用率が引き上げになりました (令和 3 年 3月１日～) 

 

 

社会保険労務士法人国際労務パートナーズ 

事務所だより 

2021 年５月号 
 

この号の内容  

１ 障害者の法定雇用率が引

き上げになりました 

２ 住民税が変更になります 

３ 労働保険の年度更新手続

き 

４ 当事務所から 

 

 

まもなく梅雨入りとなりますが、みなさま、いかがお過ごしですか。 

「事務所だより５月号」をお届けします。 

日常の業務にお役立ていただければ幸いです。掲載内容に関してご不明な点があれば、 

どうぞお気軽に当事務所までお問合わせください。 

障害に関係なく、希望や能力に応じて、誰もが職業を通じた社会参加のできる

「共生社会」実現の理念の下、すべての事業主には、法定雇用率以上の割合で

障害者を雇用する義務があります（障害者雇用率制度）。 

 

この法定雇用率が、令和３年３月１日から以下のように変わりました。 

 

 
 

今回の法定雇用率の変更に伴い、障害者を雇用しなければならない 

民間企業の事業主の範囲が、従業員 43.5 人以上に広がります。 

その事業主には、以下の義務があります。 

 

＊毎年６月１日時点の障害者雇用状況をハローワークに報告すること。 

＊障害者の雇用の促進と継続を図るための「障害者雇用推進者」を選任するよ

う努めること。 

 

【詳しい内容はこちらをクリック】 

https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-

roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/shokugyou_shoukai/_121648.html 

◆ 障害者雇用率制度 

事業主区分
法定雇用率

現行 令和３年３月１日以降

民間企業 2.２％ ⇒ 2.３％

国、地方公共団体等 2.５％ ⇒ 2.６％

都道府県等の教育委員会 2.４％ ⇒ 2.５％

https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/shokugyou_shoukai/_121648.html
https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/shokugyou_shoukai/_121648.html


 
 
 
  
 
 
 
 
    
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                  

労働保険（労災保険と雇用保険）の保険料納付は労災保険・雇用保険をまとめて 1 年間を単位 

として行います。保険料は、会社が 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までに従業員に支払う賃金総額に 

保険料率（労災保険料率＋雇用保険料率）を乗じて計算した額を、その年 6 月 1 日～7 月 10 日 

の間に会社が申告して納付します。（令和３年度は 7 月 12 日(月)まで） 

このうち、労災保険分は全額会社が負担し、雇用保険分は会社と従業員の双方で負担し、 

従業員分は毎月の給料から控除することとなっています。保険料の計算には昨年 4 月から 

本年 3 月までの賃金総額が必要ですので、早めに集計しておくと申告、納付手続きがスムーズに 

進められます。期日までに申告納付できるよう準備しましょう。 

 

【詳しい内容はこちらをクリック】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/

hoken/roudouhoken21/ 

  

 

 

 

 

 

 

労働保険の年度更新手続き 

 

 

 

 
 

    
 

令和２年度の年末調整または確定申告の内容をもとに本年度の住民税額が決定されます。住民税の

納付方法には「普通徴収」と「特別徴収」の 2 通りがあり、6 月から新しい納税額になります。 

 ■普通徴収（本人が直接納付する方法） 

納税者が納付書により直接市区町村へ納付する方法です。年間で支払う額を 4 回に分けて納付

します。 

 ■特別徴収（会社員が給料控除により納付する方法） 

  年間で支払う額を 12 分割し毎月の給料から控除することにより支払う方法です。会社が市区

長村へ納付します。納税額の通知書が会社に郵送され、6 月から新しい納付額で納めることに

なりますので、給与担当の方は控除額に注意しましょう。 

 

 

住民税が変更になります 

ふえています 

当事務所から 
事務所だより 5月号はいかがでしょうか。 

毎年 5月は、住民税の変更と労働保険の年度更新がありますので、早め

に準備を進めておきたいですね。ご不明な点がありましたらお気軽にお

問い合わせください。 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/hoken/roudouhoken21/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/hoken/roudouhoken21/

